
令和５年度きりゅう暮らし応援事業（住宅取得応援助成）の見直しについて 

 

住宅取得応援助成 新旧対照表  

 

（１）基本補助額 ◆基本補助額      限度額を変更 

項 目 内  容 令和４年度 令和５年度 

基本補助  住宅取得額の３％ 
限度額 

３０万円 

限度額 

２０万円（減額） 

 

 

（２）加算補助額 ◆補助項目及び補助額     以下の内容に変更 

項 目 内  容 令和４年度 令和５年度 

①  夫婦加算  
夫婦ともに 49歳以下の世帯 

(令和５年度より、子ども加算との重複は不可) 
１５万円 

１０万円 

（減額） 

②  ひとり親加算  中学生以下の子どもがいるひとり親世帯 ― 
１０万円 

（新設） 

③  三世代同居加算 親・子・孫が同居する世帯 １０万円 変更なし 

④  移住加算  
市外からの移住世帯 

(若者Ｕターン移住加算との重複は不可) 
２０万円 

４０万円 

（増額） 

⑤  
若者Ｕターン 

移住加算  

東京圏(*1)から本市へＵターンした補助対象者（配

偶者）の年齢が 39歳以下の夫婦世帯又は親子世帯 
― 

８０万円 

（新設） 

⑥  子ども加算  中学生以下の子どもがいる場合 
子ども１人につき 

１５万円 

子ども 1人につき 

２０万円 

（増額） 

⑦  誘導区域加算 
桐生地区の居住誘導区域及び新里町・黒保根町の 

生活拠点への居住 
１０万円 変更なし 

⑧  市内業者加算 
市内の元請業者又は市内の下請業者を利用し、新た

に建築する場合 
１０万円 変更なし 

⑨  
空き家・空き地 

バンク加算 
空き家・空き地バンク登録物件を利用する場合 １５万円 

２０万円 

（増額） 

⑩  通勤加算  

市外から転入した申請者（配偶者）が、電車(定期)

を利用して、東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県

の一部(*2)の勤務地へ通勤をしている世帯 

― 
２０万円 

（新設） 

※上記 *1 東京圏とは、東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県に属する市区町村をいう。 

※上記 *2 東京都心から 40ｋｍ圏内に属する埼玉県の市区町村をいう。 

※住宅取得金額の 10％または 200万円のいずれか低い金額を上限とする。（変更なし） 


